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　本研究の目的は，わが国の地方自治体における農業

環境政策の現状を把握し，その課題を明らかにするこ

とにある．農業環境政策とは，農業政策と環境政策を

統合した新しい政策であり，持続可能な農業＝環境保

全型農業へ農家を誘導する政策とも言い換えられる＊1．

つまり，本研究の目的は，環境保全型農業推進政策の

現状を把握し，その課題を明らかにするとも言い換え

られる．

　具体的には，①国レベルでの環境保全型農業の推進

の経緯，環境保全型農業の定義及び体系をレビューし，

次に，②市町村レベルの各地方自治体から収集した資

料より，地方自治体の環境保全型農業推進政策の方向

性を把握し，③特に生物多様性保全の視点からその課

題を明らかにする．

　この生物多様性とは，biodiversity（bio＋diber－

sity）の訳語で，この言葉が社会に広く知られるよう

になったのは1992年の「地球サミット」（環境と開発

に関する国際会議しリオデジャネイロ）からである．

生物多様性の定義は様々であるが，生物多様性条約で

は，「すべての生物（陸上生態系，海洋その他の水界

生態系，これらが複合した生態系または生息または生

育の場のいかんを問わない）の間の変異性をいうもの

とし，種内の多様性，種間の多様性及び生態系の多様

性を含む」と定義されている＊2．

　本研究の分析視角を生物多様性保全にした根拠は以

下のとおりである．OECDは1996年にヘルシンキで

「農業の環境便益に関するセミナー」を開催した．こ

のヘルシンキ・セミナーの結論によって，農業は，①

土壌，②水，③空気，④生物の生息地，⑤生物多様性，

⑥景観の6点に関して，マイナス効果（環境汚染），

もしくはプラス効果（環境便益）を及ぼす場合がある

という理解が加盟国間の共通認識となった．そのうち

生物多様性は，人類の存続基盤として国際的に承認さ

れている価値観であり，その保全は世界的に認められ

＊Corresponding　auther（E－mai1：goshi＠agr．kyushu－u。ac．jp）

＊1横川a（2000）を参照．

＊2これらの定義の共通点は，植物，動物，微生物を問わずあらゆる形の生物の，遺伝子，種，さらには生態系や

　景観まで，すべての生物学的階層における多様性を意味し，要素の多様性だけでなく関係やプロセスの多様性

　をも含む概念だということである．
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た最も優先順位が高いテーマである．こうした背景の

もと，EUでは，生物多様性保全を目的の一つとした

農業環境政策が本格的に始動している＊3．

　EUがそうした農業環境政策を推進している根拠の

一つは，WTOの国際的合意のもとで，農産物価格支

持によらない農業者の所得支持の新しい政策手法が求

められているからである（横川・佐藤・宇根，2002）．

　このようなEUの経験に学べば，わが国でも生物

多様性保全を目的の一つとした農業環境政策の構築の

必要性が高まっていると考えられる．本研究は，こう

した研究の背景と問題意識に基づくものである．

わが国における環境保全型農業の
推進政策の展開

　1．環境保全型農業推進政策の歴史

　政策文書で「環境保全型農業」という用語がはじめ

て明記されたのは1992年6月の「新しい食料・農業・

農村政策の方向」（以下「新政策」と略）である．新

政策では，その柱の一つに「環境保全に資する農業政

策」が位置づけられ，その内容は「環境保全型農業」

と「農業・農村が有する国土・環境保全機能」という

2つの視点でまとめられている＊4．

　「環境保全型農業」という用語がはじめて農業白書

に登場するのは平成3年度（1991年度）である．そこ

では，「農業生産と環境とのかかわり」，「環境保全型

農業への取組」，「増加傾向にある農業へのエネルギー

投入」，「農業，農村のもつ外部経済効果」，「地球環境

問題の現状」，「国際的な環境保全型農業への取組」と

いった見出しで多くの頁が割かれている．この農業白

書の発刊は1992年4月であるから，新政策の公表とほ

ぼ同時期であり，この時期に環境保全型農業が積極的

に推進され始めたと言える（表1）．

　新政策が公表された1992年には，農林水産省内に環

境保全型農業を推進するための部局として「環境保全

型農業対策室」が設置された．これは，1989年に農蚕

園芸局農産課内に設置された「有機農業対策室」が改

称されたものである．さらに，1994年には環境保全型

農業を農水省全体として推進するために環境保全型農

業推進本部が設置され，「環境保全型農業推進の基本

的考え方」が示された．

　また，同94年には，学者，生産者，流通関係者，消

費者，農水省等によって「全国環境保全型農業推進会

議」が設置された．おもな活動は，①環境保全型農業

推進に関する提言，②「環境保全型農業推進憲章」の

制定（1997年），③環境保全型農業実践優良地区の

表彰（全国環境保全型農業推進コンクール），等であ
る＊5．

　1999年には，「食料・農業・農村基本法」（以下新農

基法と略）が制定された．親農基法では，第3条に多

面的機能論，第4条に持続的発展論（自然循環機能の

維持増進）が置かれ，環境保全型農業の推進が総則の

一つに位置づけられたと言える．そして同1999年には，

環境保全型農業を推進するために，「持続性の高い農

業生産方式の導入の促進に関する法律」，「家畜排せつ

物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」，「肥

料取締法」の改正の，いわゆる農業環境三法が成立し

た．

　2000年3月に公表された「食料・農業・農村基本計

画」でも，「第3　食料・農業及び農村に関し総合的

かつ計画的に講ずべき施策，2農業の持続的な発展

に関する施策，（12）自然循環機能の維持増進」の項

で，「農業の持続的な発展を図るためには，望ましい

農業構造を確立することと併せ，農業に本来備わって

いる自然循環機能の維持増進により，環境と調和のと

れた農業生産の確保を図ることが重要である．また，

このような農業生産の在り方は，資源の循環的な利用，

農業生産活動に伴う環境への負荷の低減及びそれを通

じた生物多様性の維持等の自然環境の保全にもつなが

るものである．このような観点から，農業の自然循環

機能の維持増進を図るため，農薬及び肥料の適正な使

用の確保，家畜排せつ物等の有効利用による地力の増

進等の施策を講ずる」としており，環境保全型農業の

推進が農業政策の基本計画の柱の一つとされている．

　2．環境保全型農業の定義とタイプ

　1992年の新政策において，環境保全型農業は「農業

の有する物質循環機能などを生かし，生産性の向上を

図りつつ環境への負荷の軽減に配慮した持続的な農業」

と定義された．1994年に発表された「環境保全型農業

推進の基本的考え方」では，「農業の持つ物質循環機

能を生かし，生産性との調和などに留意しつつ，土づ

くり等を通じて化学肥料，農薬の使用等による環境負

＊30ECD（1997），横川（1999），日本生態系協会（1999），横川・佐藤・宇根（2002）を参照．

＊4佐藤・横川（2000），大山（1995）を参照。

＊5大山（2002）を参照．
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表1　環境保全型農業に推進政策に関する年表

1989年　農林水産省内に「有機農業対策室」設置

1992年 「新しい食料・農業・農村政策の方向」（新政策）発表

「環境保全型農業対策室」…有機農業対策室が改組

「有機農産物等に係る青果物等特別表示ガイドライン」

制定

1993年　環境保全型農業の推進に関する具体的予算化

1994年 「環境保全型農業推進本部」発足…官房長を本部長

「環境保全型農業推進の基本的考え方」発表…環境保全

型農業推進本部により制定

「全国環境保全型農業推進会議」発足…農協組織を中心

に学者，生産者，消費者，流通御者による

「環境保全型農業総合推進事業」スタート…予算10億円

でスタート（前年2億1，000万円）

1996年 「有機農産物及び特別栽培農産物に係る表示ガイドライ

ン」に改定

1997年 「環境保全型農業推進憲章」…全国環境保全型農業推進

会議により制定

「有機農産物及び特別栽培農産物に係る表示ガイドライ

ン」を改定…米，麦を追加

1998年　　「農政改革大綱・農政改革プログラム」

1999年 「食料・農業・農村基本法」成立
「JAS法」の一部改正…生鮮食品の原産地表示，有機

食品の表示など

「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」

「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する

法律」

「肥料取締法」改正

2000年 「食料・農業・農村基本計画」が閣議決定

認定農業者の愛称名「エコファーマー」決定，行動指針

策定

2001年 「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」に改訂（有

機を削除）

資料：環境保全型農業研究会編（1995），古野（1995），出村（1999），

大山（1995）を参考に作成

荷の軽減に配慮した持続的な農業」と再定義された．

さらに，平成11年度（1999年度）の農業白書では，

「農業の持つ自然循環機能を生かし，生産性との調和

等に留意しつつ，堆肥などの有機物の投入等による土

づくり等を通じて，化学肥料・農薬の使用等による環

境負荷の軽減に配慮した持続的農業」という新定義が

登場し＊6，これが現在，農水省が定める環境保全型農

業の定義となっている．

　環境保全型農業のタイプについては，「環境保全型

農業推進の基本的考え方」において示されており，そ

の姿は多様である．農業の実践条件は多様であるから，

その条件に応じて最適なものを選択し，環境保全型農

＊6この新定義で重要なポイントは「物質循環機能」から「自然循環機能」への変化にあると考えられるが，その

　具体的な意味については，横川b（2000），横川・佐藤（2001）を参照．
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図1　環境保全型農業のタイプのイメージ
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出所：環境保全型農業研究会編（1995）．

原出所：農林水産省発表「環境保全型農業推進の基本的考え方」1994

業を推進するという考え方である．

　環境保全型農業のタイプのイメージとしては，「土

づくり等既存の技術を活用して可能な範囲で化学肥料，

農薬を節減」するといった初歩的なレベルから，「リ

サイクルの推進，施肥・防除基準の見直し，新技術・

資材の活用の推進等により，一層環境負荷を軽減」，

「環境負荷の軽減と同時に，消費者二一ズに応じて，

化学肥料，農薬を慣行のおおむね5割以下～全く使用

しない栽培方法により農産物供給」と段階的にタイプ

を想定し，最上位に「環境負荷の軽減と同時に，消費

者二一ズに対応して，化学肥料，農薬に基本的に依存

しない栽培方法」として「有機農業」を位置づけてい

る（図1）．

　技術のレベルと，技術の採用農家数という視点から

すれば，環境保全型農業をタイプ別イメージは，有機

農業を頂点にしたピラミッド型になる．難易度が下が

るにつれてすそ野が広がっており，どこからでも取り

組めるように，また段階的にレベルの向上がはかられ

るように，幅広く考えられているのである＊7．

　3．環境保全型農業の支援制度

　現在，農水省が実施している環境保全型農業を支援

するための具体的な施策には，①エコファーマー，②

資源循環型農業確立支援事業，③農業改良資金，④農

林漁業施設資金（環境保全型農業推進）がある．

　エコファーマーとは，「持続性の高い農業生産方式

の導入の促進に関する法律」第4条に基づき，「持続

性の高い農業生産方式の導入に関する計画」を都道府

県知事に提出して，当該導入計画が適当であるとの認

定を受けた農業者（認定農業者）を指す．エコファー

マーになると，認定を受けた導入計画に基づき，農業

改良資金（環境保全型農業導入資金）や税制上の特例

措置が受けられる．2003年9月末現在のエコファーマー

認定数は，35，429名である．

＊7横川・佐藤（2001）を参照．
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　②資源循環型農業確立支援事業は，環境保全型農業

の実証ほの設置や，たい肥化施設の整備等を行う補助

事業である．③農業改良資金は，環境保全型農業のた

めの資材，機械などの購入費などを無利子で借りるこ

とができる事業である．④農林漁業施設資金は，農林

漁業金融公庫による環境保全型農業の推進に必要な共

同利用施設などへの融資制度である．

　その他，前述のように，学者，生産者，流通関係者，

消費者，農水省等からなる「全国環境保全型農業推進

会議」は，1995年から，全国環境保全型農業推進コン

クールを毎年実施している．その目的は，「環境保全

型農業の確立を目指し，意欲的に経営や技術の改善に

取り組み，農村環境の保全活動を通じ，地域社会の発

展に貢献している農業集団等を表彰し，その成果を広

く紹介することによって，環境保全と農業に対する国

民の理解を深めるとともに，地域社会の活性化につな

がる環境保全型農業の面的拡大に資することを目的と

する」とされる．現在までに計8回実施され，399農

業団体・個人が表彰されている．

　4．環境保全型農業の推進政策の課題

　農水省が定めた環境保全型農業の定義は上記の通り

であるが，OECDで共通認識とされた農業と環境と

の関係を考慮して，環境保全型農業を経済学的視点か

ら定義すれば次のようになろう．農業には環境に対す

るマイナスの効果（環境汚染，外部不経済）とプラス

の効果（環境便益，外部経済）があるので，「環境に

対するマイナスの効果をできるだけ軽減し，プラスの

効果を積極的に増進する持続可能な農業」ということ

である＊8．例えば，農薬は環境に負荷を与えているの

だから農薬使用量を軽減すべきであるし，農業はある

部分で生物多様性を保全しているのであるから，今後

は積極的にその側面を増進するという考え方である．

　このように考えれば，農水省が示した環境保全型農

業の定義は，農法面・環境負荷の軽減に力点が置かれ

ており，プラス効果を積極的に増進するという側面が

弱い＊9．同様に，環境保全型農業のタイプについても，

環境に対するマイナス効果を軽減する技術は示されて

いるが，プラス効果を積極的に増進するような技術は

示されていない．環境に対するマイナス効果の軽減を

強調するだけでなく，プラス効果の積極的な増進も同

様に力点が置かれるべきであろう．

　特に，農業が環境に与えるプラス効果（二農業の多

面的機能）の一つとしての生物多様性保全に関する認

識が不十分であると考えられる．新農基法で示された

農業の多面的機能の中には生物多様性保全が含まれて

いないし，農業環境三法や，先述の環境保全型農業の

支援制度にも生物多様性保全の視点は欠落している．

なお，新農基法の参議院国会決議の中には「農業の自

然循環機能・生物多様性の維持増進」という文言が盛

り込まれたが，これは参議院の公聴会の場で新農基法

における生物多様性軽視に対して批判があったためで

ある．

　「食料・農業・農村基本計画」では生物多様性とい

う文言が明記された．これによって，環境保全型農業

の推進政策に生物多様性保全の視点がはじめて盛り込

まれたと言えるが，今後，具体的な施策へと結びつけ

ていく必要があると考えられる．

地方自治体における環境保全型
農業推進へむけた取り組み

　1．環境保全型農業推進方針策定のひろがり

　「環境保全型農業推進の基本的考え方」によれば，

農水省は環境保全型農業を段階的に推進することを考

えていた．具体的には，第1段階「環境保全型農業の

取組事例が各地に散見」（～1993年），第H段階「環境

保全型農業の取組が各地で増加・面的に拡大」（1994

～1998年度），それから第皿段階「環境保全型農業の

取組が一般化・定着」（1998年度以降）というスケジュー

ルであった．

　1992年度には，都道府県の環境保全型農業の推進の

基本方針の策定を後押しする環境保全型農業推進事業

を開始し，1993年度末までに，すべての都道府県で基

本方針が策定されている．

　1994年度からは，市町村段階における「地域環境保

全型農業推進方針」の策定に対し補助する事業を開始

した．その結果，現在までに全市町村3，229のうち45

％の1，439市町村で推進方針が策定されている（表2）．

＊8嘉田（1998）を参照．

＊9ただし，『環境保全型農業推進の基本的考え方』の中では，「環境保全型農業への取り組みの推進が，農業・農

　村の有する国土・環境保全等多面的かつ公益的機能の維持・増進につながるともに…」という一文は含まれて

　いる．
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表2　環境保全型農業推進方針策定市町村一覧

年度別市町村策定数 市町村別策定状況

都道府県名 H7以前 H8 H9 H10 H11 H12 H13
H14
（予定）

累計
市町

村数
シェア率

北　海　道 10 11 4 8 7 4 6 4 54 212 25

青　　　森 11 2 2 2 0 0 6 0 23 67 34

岩　　　手 8 0 1 1 0 2 0 0 12 59 20

宮　　　城 10 3 3 2 0 2 0 1 21 71 30

秋　　　田 6 6 4 7 0 1 0 1 25 69 36

山　　　形 8 2 0 1 0 0 0 0 11 44 25

福　　　島 9 6 1 1 0 0 0 1 18 90 20

小　計 52 19 11 14 0 5 6 3 110 400 28

茨　　　城 10 8 8 10 10 21 15 4 ＊85 85 100

栃　　　木 5 2 3 9 3 3 2 4 31 49 63

群　　　馬 9 3 0 0 2 4 3 7 28 70 40

埼　　　玉 15 4 3 2 0 1 1 0 26 92 28

千　　　葉 33 15 6 5 0 0 0 0 59 80 74

東　　　京 1 1 1 1 1 0 0 0 5 40 13

神　奈　川 2 6 0 2 8 5 2 0 25 37 68

山　　　梨 9 2 8 4 4 2 0 0 29 64 45

長　　　野 19 40 17 2 3 2 1 0 84 120 70

静　　　岡 7 6 3 5 10 4 2 4 41 74 55

新　　　潟 2 2 0 2 1 0 0 0 7 112 6
富　　　山 4 2 2 1 1 0 0 2 12 35 34

石　　　川 10 8 3 6 5 1 0 0 33 41 80

福　　　井 9 0 0 4 1 5 0 0 19 35 54

岐　　　阜 9 1 21 23 20 18 0 0 92 99 93

愛　　　知 4 2 0 0 22 37 15 1 81 88 92

三　　　重 4 3 0 4 6 4 0 0 21 69 30

滋　　　賀 13 24 11 0 0 0 0 0 48 50 96

京　　　都 25 19 0 0 0 0 0 0 44 44 100

大　　　阪 10 5 2 1 0 0 0 0 18 44 41

兵　　　庫 10 8 5 5 4 0 7 0 39 88 44

奈　　　良 8 1 0 1 1 1 0 0 12 47 26

和　歌　山 7 3 2 4 3 3 1 1 24 50 48

鳥　　　取 11 7 5 8 2 0 0 0 33 39 85

島　　　根 5 4 1 7 0 0 6 1 24 59 41

岡　　　山 16 5 4 4 1 0 0 0 30 78 38

広　　　島 5 5 2 0 0 0 0 0 12 86 14

山　　　口 10 7 1 6 1 0 0 0 25 56 45

徳　　　島 9 2 0 4 0 0 0 0 15 50 30

香　　　川 8 3 0 0 0 0 0 0 11 43 26

愛　　　媛 7 3 0 3 1 0． 0 0 14 70 20

高　　　知 6 2 0 2 0 0 0 0 10 53 19

福　　　岡 4 2 0 1 1 0 8 1 17 97 18

佐　　　賀 9 2 2 1 2 0 0 0 16 49 33

長　　　崎 7 2 2 0 0 1 14 6 32 79 41

熊　　　本 12 2 6 12 25 19 2 16 94 94 100

大　　　分 6 1 1 0 0 0 3 1 12 58 21

宮　　　崎 8 4 2 0 1 0 1 0 16 44 36

鹿　児　島 19 8 6 22 25 16 0 0 96 96 100

沖　　　縄 4 2 1 1 1 1 0 0 10 53 19

合　計 433 256 143 184 172 157 95 55 1494 3229 46

＊市町村合併により年度別策定数と累計が一致しない．

出所：農林水産省HPより
　　　http：／／www．maff．go．jp／soshiki／nousan／nousan／kanpo／housinitiran．htm



地方自治体における農業環境政策 55

　2．調査・分析の方法

　地方自治体（市町村レベル）が推進している環境保

全型農業の具体的内容を把握するために，2002年2月

13日時点で環境自治体会議＊10に所属する全64自治体

に対し「地域環境保全型農業推進方針」等の環境保全

型農業の推進に係わる資料の送付を要請した棚．そ

の結果，25自治体から資料の送付があり，その一覧が

表3である＊12．

　分析の方法としては，各地方自治体から送付された

資料のうち，最も環境保全型農業に関して言及してい

る資料を選択し，各地方自治体を代表する資料とした．

次に，各地方自治体を代表する全25資料から環境保全

型農業に係わるキーワードをリストアップし，そのキー

ワードをグループ化した．その結果，大きく4つのグ

ループにまとめられた．

　第一のグループは，農業に起因する地域の環境間題

の視点である．つまり，農業に起因する地域の環境間

題についてどのような言及がなされているかである．

　第二のグループは，農業による環境負荷の軽減の視

点である．つまり，どのような環境保全型農業の具体

的技術が提示されているかである．

　第三のグループは，農業・農村の公益的機能の増進

の視点である．農業・農村の公益的機能に対する言及

と，それを積極的に発揮させるためにどのような具体

的方策が提示されているかである．

　第四のグループは，資源のリサイクル，物質循環の

視点である．資源のリサイクル，物質循環を促進させ

るためにどのような具体的方策が提示されているかで

ある．

　次に，先に抽出したキーワードやそれに関連する内

容が，各地方自治体が策定した資料に含まれているか

どうかをチェックした．それをまとめた結果が表4で

ある．

　ただし，表3から分かるように，送付されてきた資

料は多様であり，それゆえ，一概に比較することは出

来ない．地域農業を包括的に取り扱った資料では具体

的な技術は言及されていないし，環境保全型農業に限

定した資料では農業の公益的機能等についてほとんど

言及されていない，というような差がある．

　それゆえ，この表は，ポイント（○）の多さによっ

て各地方自治体の環境保全型農業の取り組みの優劣を

決めるという性質のものではない．各地方自治体の環

境保全型農業推進政策（農業環境政策）が全体として

どの方向に向かっているか，どの視点が欠落している

かという問題意識で読みとるべきであろう．

　3．地方自治体における環境保全型農業推進方針の

内容

　（1）農業に起因する地域の環境間題

　農業に起因する地域の環境問題については，化学肥

料や農薬による環境への負荷を挙げている資料が多い．

しかし，その場合，地下水，河川等の水資源に対する

負荷なのか，土壌に対する負荷なのか，大気に対する

負荷なのか，ほとんどの資料で明確にされていない．

また，農業に起因する環境問題は地域によって差があ

るはずなのに，資料からはその差が全く読みとれない．

農業に起因する地域の環境間題に関する記述は横並び

的であると言える．このことから，農業に起因する地

域の環境問題の現状が十分に把握されていないことが

伺える．

　このような横並び的な資料となった原因の一つは，

それが策定されたプロセスにあると考えられる．前述

のように，1992年度に環境保全型農業推進事業が実施

され，1993年度末までに，すべての都道府県で「環境

保全型農業の推進の基本方針」が策定された．1994年

度からは，市町村段階における「地域環境保全型農業

推進方針」の策定に対し補助する事業を開始した．こ

のようなトップダウン方式の環境保全型農業推進事業

によって，「地域環境保全型農業推進方針」は横並び

的になったと考えられる．それは，県が作成した資料

を，市町村の資料にそのまま転載しているケースがあっ

たことからも伺える．

　また，農業に起因する環境間題の中でも，生物に与

えているマイナスの影響についてはほとんど触れられ

ていない．環境庁及び各県が発表したレッドリスト

（絶滅危惧種）に明記されているように，化学資材の

多投や，基盤整備による水田の乾田化，水田圃場と水

路，ため池との有機的ネットワークの断絶等により絶

＊10環境自治体会議とは，①自治体環境政策の推進，②環境に関する情報ネットワークづくり，③環境事業の推進，

　④社会的アピールの場の創出を目指す地方自治体のネットワーク組織である．
＊11本来であれば，推進方針を策定している1，439市町村を対象とすべきであるが，様々な制約から，環境に対する

　意識が高いと思われる環境自治体会議会員自治体に限定した．

＊12以下，送付された資料はそれぞれ名称が異なるため，まとめて「地域環境保全型農業推進方針」とする場合が

　ある．
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表3　環境自治体会議会員自治体から送付された資料

都道府県名 市町村名 資料名 発行年

北　海　道 旭　川　市 あさひかわの農業 一

北　海　道 帯　広　市 第4期帯広市農業・農村基本計画，

第4期帯広市農業・農村基本計画パンフ

輝く未来のために，

帯広市の農業概要

一
一
2
0
0
0
年

北　海　道 斜里　町 21世紀を拓く斜里町農業・農村振興計画 2001年

秋　田　県 藤　里市 地域農業マスタープラン 2000年

秋　田　県 ニッ井町 環境保全型農業推進対策事業 2000年

茨　城　県 総　和　町 総和町田園環境整備マスタープラン

総和町環境保全型農業推進方針

一
2
0
0
0
年

埼　玉　県 川　越　市 川越市農業振興計画

農業委員会の活動等の状況

事業実績

1999年

2000年

2000年

埼　玉　県 宮　代　市 「農」のあるまちづくり基本計画 1998年

東京都 日　野市 日野市の農業
日野市農業基本条例

日野市農業振興計画

2001年

1998年

1997年

神奈川県 川　崎市 川崎市環境保全型農業推進指針 2000年

静岡川県 鎌倉　市 農業経営基盤の強化の促進に関する基本
的な構想

一

福　井　県 大野市 大野市農業統計書 1997年

愛　知　県 新城市 新城市環境保全型農業推進方針 2000年

滋賀　県 新旭　町 新旭町農村環境計画
新旭農業振興地域整備計画書

第4次地域農業振興計画書

2002年

1996年

2002年

大　阪府 池　田　町 池田町農業振興計画書
池田町農業者データブック

2001年

山　口　県 光　　　市 山口県光市環境保全型農業推進方針

JA州南農業振興基本計画

1996年

1998年

徳　島　県 阿　波　町 阿波町の農業 一

愛媛県 内　子　町 内子町環境保全型農業の推進体制， 一

福　岡　県 大　木　町 みどりゆたかで，おしゃれな農村づくり

基本計画書

大木町資源循環型農業推進構想

2000年

2002年

熊　本県 菊　池市 環境保全型農業集落説明会資料
環境保全型農業を目指して一環境3法と

JAS法一

2001年

2000年

大分県 大　山　町 大山町農業振興基本計画 2001年

宮　崎　県 綾　　　町 綾町の有機農業と有機農産物ガイド

綾町自然生態系農業推進基本計画

綾町における自然生態系農業推進概要

1995年

一
一

鹿児島県 指宿　市 農林水産業の概要
環境保全型農業推進の基本方針

2001年

1999年

鹿児島県 上屋久町 環境保全型農業推進の基本方針
上屋久町環境保全型農業推進に関する条
例

1999年

1999年

鹿児島県 屋　久　町 環境保全型農業推進の基本方針
屋久杉自然館

一
一

資料：送付資料をもとに作成



醤
計
皿
謎
禽
π
批
耳
か
贈
懸
輝
該
居
遷

鴇

各自治体の環境保全型農業推進方針等の内容一覧表4

農業に起因する地域の環境
問題・地域の課題に関する言

　　　　及

農婁による理填負荷の軽減具体的な環填保全型農業技術 農業の公益的機能の増進
資源リサイクル・循

　　環資料の概要 土　くり・作付け

に関する言及

適切な施肥に
する言及

適切な　　虫防除に
る言及

家琶糞尿の適正な
処理と有効利用に

　　昌

その他 菜・　・の公益的機能に関

る言及

業・　・の公　的

能の積極的発揮に関

　且

県名 市町村
名

資料名 発行年
印
刷
判

総
べ
一
ン
数

化
学
肥
料
に
よ
る
負
荷

農
薬
に
よ
る
負
荷

家
畜
糞
尿
に
よ
る
負
荷

土
に
対
す
る
負
荷

水
に
対
す
る
負
荷

大
気
に
対
す
る
負
荷

農
作
物
の
安
全
性

生
産
者
の
健
康

害
虫
の
抵
抗
性

堆
肥緑
肥
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
ク
ロ
ツ
プ

深
耕
適
切
な
作
付
け

輪
作
減
化
学
肥
料

改
良
資
材

土
壌
診
断

肥
効
調
整
型
肥
料

新
飽
肥
基
準

減
農
薬

総
合
防
除

生
物
的
防
除

耕
種
的
防
除

物
理
的
防
除
・
法

発
生
予
察
適
期
防
除

新
品
種
の
導
入

新
防
除
基
準

適
切
な
堆
肥
化

処
理
施
設

微
生
物
菌
の
有
効
利
用

調
整
材
の
確
保

臭
気
対
策

液
肥
農
業
用
廃
材
の
適
切
な
回
収
処
理

農
柔
事
故
の
防
止

農
家
に
対
す
る
啓
蒙
指
導

消
費
者
に
対
す
る
啓
蒙

組
織
膏
成

有自
横然
農的・
業環
　填
認・

証緑
　地

憩
い
レ
ク
リ
工
一
ン
ヨ
ン

教
育
国
土
保
全

大
気
生
物
洪
水
防
止

水
源
酒
養

景
観
文
化
耕
作
放
棄
防
止

緑
地
保
全

景
観
形
成
景
観
作
物

生
き
も
の

福
祉
文
化
デ
カ
ツ
プ
リ
ン
グ

家
畜
排
せ
つ
物

下
水
道
汚
泥
尿
尿

産
業
庚
棄
物
の
有
効
利
用

生
ゴ
ミ

莱
の
花

廃
食
油

1 北こ道 旭川市 あさひか　の　業 2001 A4 89 0 O 0 O O O O 0 O 0

2 北3 帯広市

第4　　　市　　　　　本
計画 一 A4 35 O O O ○ O O O O O O 0 O 0 O ○

3北3道 斜里町
21世　　　　嵜里町
村振興計画 2001 A4 63 O 0 O O O 0 O O 0 O O 0 O 0 O O O O O

4 秋田県 藤里町 地域　業マスター　ラン 2000 A4 29 O 0 O O O O O O
5 秋田県 一ツ井町 環境保全型　業対策事業 2000 A4 1 O O O

6 茨城県 総和町
総和町　境保　型　業　一
方針 2000 A4 120 O O O O O 0 O O 0 O O O O O O ○ O o O O O o O O 0 O 0

7 埼玉県 川越市 川越市　業振興計画 1999 A4 78 0 O O 0 O O O O

8 埼玉 宮代町 のあるまち　くり基本計 1998 A4 277 O O 0 O O 0 O O 0 O O 0 O 0 O O O O O O

9 東歯都 日　市 日　市　業振興計画 1997 A4 83 0 O O O 0 0 O O 0 O O O O O

10 窪川 川崎市

川　市環境　全型
方針 2000 A4 4 O O O 0 O O O ○ o O O 0 O O ○

11 血川日 鎌倉市

　禽　　　の　化の　一
に関する基本的な構想 一 A4 20 O ○ 0 O

12 福井件 大　市 大野市　業統計書 1997 B5 28

13 愛知県 新城市
　市　　保　型
方針 一 A4 5 O 0 ○ 0 0 O 0 O O 0 ○ O O 0 O 0 0 O O O O O

14 滋賀県 新旭町 第4次地域　業振興計画書 1998 A4 27 O O O O ○ O O O O O
15 大阪 池田町 池田　業振興計画 2001 A4 56 O O ○ O O O 0 O O O O O O O

16 山ロ県 光市

山ロ　光市環境　　型
推進方針 1996 A4 4 O O O 0 O O ○ 0 O 0 O 0 O O O 0 O 0

17 徳　県 阿波町 阿南町の　業 一 B5 8

18 愛媛 内子町

内子町　境　　型　　の
進体制 一 A4 3 O o O O O O O 0 O ○ O 0 ○ O

19 福岡県 大木町

み　り　たかで、おしゃ　3
村づくり基本計画書 2000 A4 82 O ○ O

○ O O O O 0 O 0 ○ O O O O O O O ○ O
20 熊本県 池市 環境保全刑農業を目指して 2000 A4 27 O O O O 0 0 O O 0 O O O O O O
21 大分県 大山町 大山町　業振興計画 2001 A4 85 O 0 0 O O O

22 宮崎県 綾町

町　　　態、、　業　一

本計画 一 A4 18 ○ O O ○ O O 0 0 O ○ O O O 0 ○

23 鹿児 指宿町 環境保全刑　業の基本方針 1999 A4 16 O ○ O O O O ○ O O O ○ O O O O O O O ○ O O ○ O O O O O
○ O O O

24 鹿児　臼 上屋久
環境　　型　　　　の
方針 1999 A4 10 O ○ O O O O O O O O O O O O O O ○ O O 0 0 ○ 0 O O 0 ○ 0 O O O

25 鹿児島目 屋久町
　　轟　　　　　の
方針 一 A4 5 ○ O O 0 O O 0 O O O O 0 O O O O 0 O 0 O O O O O O ○ O O 0

資享4；各自治体の資料をもとに作成
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滅危惧種に追い込まれた生物種は多い．しかしそれら

は，農業に起因する環境問題として取り上げられてい

ないのである．このように考えれば，環境保全型農業

の対象とする「環境」の意味が非常に限定的であり，

特に生物に対する配慮が不十分であると言える．

　農業環境政策の先進地であるドイツ，バーデン・ヴュ

ルテンベルク州の農業環境プログラム，MEKA　H

（Markt　Entlastungs－und　Kulturlandschaft

Ausgleich，市場負担緩和と農耕景観保全の調整金プ

ログラム）＊13では，生物多様性保全を根拠にした直接

支払い（二環境支払い）が実施されている．その根底

には，生物多様性の危機的な現状に対する認識と，そ

の保全のために農業の果たす役割の重要性についての

認識があることは容易に想像できる．このような海外

の事例と比較すれば，わが国の生物多様性保全に対す

る認識は非常に不十分であると言える．

　（2）環境保全型農業の具体的技術

　環境保全型農業の具体的技術に関しては，資料によっ

てその言及の度合いにかなりの幅がある．単に「減化

学肥料」「減農薬」にとどまっている資料もあれば，

詳細な技術を記載している資料もある．

　しかし，詳細な技術を記載している資料にも，生物

多様性を保全する技術は存在しない．前述のように，

生物多様性保全に対する認識が不十分であるから当然

ではある．生物多様性を保全する技術とは，例えば，

「土水路を維持し（コンクリート化をやめ）溝凌えを

行う」や「畦を維持し（コンクリート化をやめ）草刈

りなどの適切な管理を行う」などである．仮にその水

路や畦が，貴重な生物の生息地であれば，これらの技

術はその生物の保全のために必要不可欠な技術である．

この他，前作の有機物を鋤き込むことによってカブト

エビや豊年エビなどの生物が増えるというような農家

の経験もあるし，トノサマガエルが減少している理由

は苗代の減少にある（つまり，トノサマガエルの保全

には苗代という産卵場所が必要）とする研究蓄積もあ
る＊14．

　しかし，そのような考え方及び技術が全く示されて

ないということは，これまでの環境保全型農業の考え

方及び技術は，環境負荷（外部不経済効果）の軽減に

偏っており，公益的機能（外部経済効果）にはまった

く目が向けられていないのである．

　「地域環境保全型農業推進方針」では農業による環

境負荷を軽減するための環境保全型農業の技術が，具

体的に，数多く示されている．しかし，私見としては，

農業に起因する地域の環境問題をどれだけ的確に把握

し，その解決のために，どれだけ実践可能な具体的技

術を提示できるか一つの重要なポイントであると考え

る．例えば，農業試験場等で素晴らしい成果をあげた

技術でも，地域の現場が抱える課題と大きくかけ離れ

ていたり，現場の農家が受け入れることが出来ない技

術レベルであれば，それだけが記載された「地域環境

保全型農業推進方針」は十分ではない．

　そこで，地域の伝統的な環境保全的農業技術や，地

域の農家が開発した独創的な環境保全型農業技術も

「地域環境保全型農業推進方針」の中に盛り込むべき

であろう．こうした技術は実践性が高く，現場の農家

に受け入れられやすいはずだからである．

　参考までに，福岡県前原市を事例に挙げれば，同市

の「環境保全型農業推進指針」（1993年3月，前原市

環境保全型農業推進協議会）や「環境保全型農業推進

中間報告」（1994年3月，前原市環境保全型農業推進

協議会）には，地域の農家が開発，確立したジャンボ

タニシ除草法，カブトエビ除草法等の具体的な実践方

法や試験結果が記載されている＊15．地域の農家が開

発，確立した技術を市の推進指針で取り上げたという

点，さらには当時，県がジャンボタニシを害虫，駆除

対象としている中で，それを有効利用しようとする推

進方針を打ち出した点からすれば＊16，非常に先進的

な事例であると考えられる．

　今回，分析対象とした25資料の中で，地域在来の環

境保全的な農業技術や，地域の農家が開発した独創的

な環境保全型農業技術について言及されているものは

なかった．地方自治体は，現場の実態を把握しやすい

から，地域独自の環境保全型農業技術を汲みあげ，農

業試験場や農業改良普及センターの協力を得ながら技

＊13横川・佐藤・宇根（2002）を参照．

＊14宇根（2001）を参照．

＊15ジャンボタニシ除草法，カブトエビ除草法などの環境稲作技術については，宇根（1995）を参照。

＊16ジャンボタニシ除草法，カブトエビ除草法等の開発，普及の中心を担う環境稲作研究会は「第1回環境保全型

　農業推進コンクール」で優秀賞（全国農業協同組合中央会会長賞）を受賞した．環境稲作研究会事務局の話に

　よれば，その申請の際，県はジャンボタニシを害虫，駆除対象としているので，申請内容からジャンボタニシ
　除草法が削除せざるをえなかったという事実がある．
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術として確立し，普及するという取り組みも可能であ

ろう．このような取り組みは，こうした技術を自治体

が正当に評価することになり，農家の環境保全型農業

に対するインセンティブを促すことにもなるはずであ

る．

　（3）農業・農村の公益的機能とその積極的発揮

　農業・農村の公益的機能に関しては，包括的な資料

のいくつかでは言及されているが，その場合でも，公

益的機能の内容が列挙されている程度である．

　それらの資料の中では，自然的環境・緑地の提供，

水源の酒養，景観の形成に関する言及が多かった．そ

の一方で，農業の大気保全機能，生物多様性保全機能，

教育的機能，文化伝承機能について言及した資料は少

ない．特に，農業の公益的機能の一つとしての生物多

様性保全機能に関する言及の少なさは，前述の農業が

生物に与えるマイナスの影響に関する言及の少なさと

一致している．やはり，地方自治体による農業環境政

策は，農業と生物との関係についての認識に乏しい．

　農業の公益的機能を発揮させるための具体的な手法

については「景観形成・景観作物」についての言及が

多かった．ただし，生物多様性保全の考え方からすれ

ば，景観保全のために景観作物を植えるという手法は，

それだけでは不十分か，問題がある場合がある．

　景観（landscape）とは，外観だけを意味するので

はなく，生態的機能や人間の文化，経済活動等をも含

んだ概念であり，「無機的要素，生物的要素，人間的

要素の三次元的構造及びその機能・相互関係によって

構成され，周辺空問とはっきりと識別できるような一

定の特徴を有する空間単位」（佐藤・横川，2000）と

定義される．なお，生物多様性とは種の多様性だけで

なく，「遺伝子」「種」「生態系」「景観」の4つのレベ

ルからなる，組成的，構造的，機能的階層性をそなえ

た概念である（鷲谷・矢原，1996）．

　つまり外観が美しくても，他地域の植物等を持ち込

んだりして，その地域の生態的な機能を損なえば，そ

れは景観を保全する作物としては不適切である．

　このような生物多様性保全，景観保全の視点からす

れば，滋賀県新旭町が策定している「新旭町農村環境

計画一第三回検討委員会資料（案）一」（2002年）は

評価できよう．地域の自然環境（地形，水，植物，動

物等），社会環境（文化，技術，コミュニティ等），生

産環境（優良農地，耕作放棄地等）の評価を行い，地

域別整備計画，さらにその地域内のゾーン別整備・保

全方針を立て，計画の実効性の確保を検討している．

地域別整備計画，ゾーン別整備・保全方針，計画の実

効性の確保に関しては，ハード面だけでなくソフト面

についても十分に考慮されている．

　この「新旭町農村環境計画一第三回検討委員会資料

（案）一」は，景観生態学＊17の手法を用いたドイツの

農村環境整備と類似しており，農業環境政策先進国

（地域）の経験からすれば，地方自治体は，今後，こ

うした手法をより積極的に導入すべきであろう．

　また，埼玉県宮代町の「『農』のあるまちづくり基

本計画」では，伝統的な自然保護の方法をレビューし

た上で政策が構想されている．このような伝統的な農

業技術や地域資源管理の方法は持続可能的であり，こ

れらの意義を認識し直し，現代的な形に再構築すると

いう手法の導入も必要であろう．

　（4）資源のリサイクル・循環

　資源のリサイクル・循環に関しては，家畜排せつ物

の堆肥化と有効利用について言及されている資料が多

い．家畜排せつ物の堆肥化と有効利用は環境保全型農

業の基本的な技術の一つで，家畜排せつ物の不適切な

処理（野積みや素堀投棄等）による環境への負荷も軽

減できるし，耕地への堆肥の施用によって土づくりに

もなる．

　しかし，1999年には「家畜排せつ物の管理の適正化

及び利用の促進に関する法律」が制定され，家畜排せ

つ物の管理基準の遵守が義務づけられた．これは，家

畜排せつ物の適正処理と有効利用は，一部の有志農家

が取り組む環境保全型農業技術から，一般の農家が取

り組まなければならない技術へと位置づけが変わった

と言うことを意味する＊18．

　この他，リサイクルする有機物資源の具体的な中身

＊17景観生態学については，中越（1995），沼田（1996），武内（1991），横山（1995，2002）等を参照．

＊18農業環境政策の原理に引きつけて考えれば，基準値が上昇したと言うことであろう．ちなみに，基準値（refer－

　ence　lebel　or　benchmark）とは，農業による環境へのプラス効果とマイナス効果の区分する基準のことで

　あり，基準値は国，地域によって異なり，時とともに変化する．また，農業の持続可能性（agricultural
　sustainability）の理解の仕方によっても違ってくる（OECD，1997）．また，農業環境政策の経済的手法の視

　点からすれば，家畜排せつ物が環境に及ぼすマイナスの効果に，事実上PPPが適用されたと理解できる（中
　島，2001）．
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内容としては，「産業廃棄物」「下水道汚泥・尿尿」

「生ゴミ」「廃食油」が挙げられているが，まだそれほ

ど多くの地方自治体で取り上げられているわけではな

い．

　この資源のリサイクル・循環に関しては以下のよう

な課題を地域としてどのように解決していくかが重要

であろう．

　第一に，地域の有機物資源の総合的なリサイクル・

循環を図る必要があるのではないか，その一方で，有

機物資源をリサイクル・循環させることに問題はない

のか，ということである．例えば，ある環境保全型農

業実践農家は，山林の腐葉土や，河川に生える葦，海

岸に打ち上げられる海草を，最良の肥料だとして使っ

ている．また，日本は，食料や家畜の飼料の大半を海

外から輸入しており，それから排出される生ゴミや家

畜糞尿を堆肥化して耕地に施用すれば，それは循環に

ならず，むしろスパイラルすると主張する農家も存在

する．こうした課題も視野に入れて検討し，地域の有

機物資源の総合的な循環システムを構築する必要があ

ろう．

　第二に，このような循環型社会システムの構築が目

指される中で，農業は自然循環機能の上に成立する独

特な産業として重要な役割を担っているが，農地を廃

棄物の処理場にしてはならないということである．や

はり，農家が積極的に受け入れることができるほどの

水準にまで堆肥の質を高め，かつ，その質や量を安定

させる必要もあろう．

　第三は，ソフトの間題である．生ゴミを堆肥化する

場合は，しっかりと生ゴミの分別回収を行う必要があ

る．それは，消費者の問題でもあるし，回収を担う行

政や業者の問題でもある．また，生産された膨大な量

の堆肥を，誰がどのようにして散布するかという問題

もある．有機物資源リサイクルにはこうしたソフトの

問題の解決が重要である．そして，それは農業サイド

からのアプローチだけで解決できるわけではない．や

はり，地域として総合的な取り組みが必要なのである．

　第四に，有機物資源のリサイクル・循環と，環境保

全型農業や有機農業とをうまくリンクさせる必要があ

る．前述のように，生ゴミ堆肥や家畜糞尿堆肥を使用

しない環境保全型農業実践農家も存在する．

　このような課題がすべて解決できているわけではな

いが，福岡県大木町の「大木町資源循環型農業推進構

想（案）」（2002年，大木町資源循環型農業推進協議会）

は，多角的な視点から有機物資源のリサイクル・循環

についての検討がなされている．地域から排出される

稲藁・麦藁，豚尿，豚糞，キノコ培養基，生ゴミ，廃

食油，ホテイアオイ，木工廃棄物という様々な有機物

資材を，堆肥化，液肥化，バイオガス，BDF化とい

う方法によって資源化しようとしている．それととも

に，資源循環型農産物のブランド化も構想している．

実際に，生ゴミの分別収集やバイオガス化の実証実験

も始まっている．

　2001年からは「食品循環資源の再生利用等の促進に

関する法案」（食品リサイクル法案）が施行され，循

環型社会の構築が急がれている＊19．今後こうした取

り組みはさらなる広がりを見せると考えられ，環境保

全型農業体系での位置づけを明確にし，環境保全型農

業と資源循環型農業との整合性を図る必要があろう．

結 語

　これまで明らかにしてきたように，地方自治体にお

ける環境保全型農業の推進政策の主な課題をまとめれ

ば次のようになる．①農業が環境に及ぼす影響の実態

が地域ごとに十分に把握されていない，②農業の環境

に対するマイナスの効果（負荷，外部不経済）の軽減

という視点が主で，プラスの効果（公益的機能，外部

経済）の増進という視点に乏しく，③特に，生物多様

性保全の視点に乏しい，④各地方自治体の独自性，独

創性に乏しい．そして，②と③については，国の環境

保全型農業の推進政策についても同様である．

　そこで，生物多様性保全を目的の一つとした農業環

境政策の構築が必要であると考えられる．研究の背景

として前述したように，その根拠には以下の2つの側

面がある．

　その一つは，環境政策サイドからの要請である．生

物多様性保全は，1992年に締結された「生物多様性条

約」をはじめ人類の存続基盤として国際的に既に承認

されている価値観である．わが国でも，1995年に「生

物多様性国家戦略」，2002年に「新・生物多様性保全

国家戦略」が策定され，その中では，農業の生物多様

性保全機能の重要性が示されている．このように，環

境サイドからすれば生物多様性保全において，農業の

＊19これは「食品の売れ残りや食べ残しにより，または食品の製造過程において大量に発生している食品廃棄物に

　ついて，発生抑制と減量化により，最終的に処分される量を減少させるとともに，飼料や肥料等の原材料とし

　て再生利用するため，食品関連事業者（製造，流通，外食等）による食品循環資源の再生利用等を促進する」

　ものである．
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果たす役割は非常に大きい．

　もう一つは，農業政策としての必要性の高まりであ

る．農産物貿易自由化を推進し，農業保護を削減する

というWTOの国際的合意のもとで，農産物価格支持

によらない農業者の所得支持の新しい政策手法，つま

り農業の多面的機能の発揮にリンクさせた直接支払い＝

環境支払い制度の導入が，わが国の農業の生き残りの

途の一つとなろう．前述のように，OECDでは，農

業は，①土壌，②水，③空気，④生物の生息地，⑤生

物多様性，⑥景観の6点に関して環境に影響与えるこ

とが加盟国間の共通認識となり，事実としてEUで

は，MEKA　Hプログラムのような生物多様性保全を

目的の一つとした環境支払い制度，農業環境政策が既

に始動しているのである．

上述の，地方自治体における環境保全型農業の推進

政策の課題①と④については，環境保全型農業推進事

業がトップダウン方式であったということにその一因

があろう．農業環境政策を進める方法としては，以下

のドイツの事例のように，各地方自治体の独自性，独

創性を発揮させるような仕組み・仕掛けが必要であろ

う．

農業環境政策の先進国であるドイツでは，環境支払

いの場で地方自治体が重要な役割を果たしている．バー

デン・ヴュルテンベルク州のMEKA　Hプログラム

の例では，州の農村地域省が農民団体などの連携でプ

ログラムを作成し，国，EUとの往復によって国と

EUの予算を確保し，農村地域政策の一環としてプロ

グラムを実施している．隣のバイエルン州では

KULAP（：Kulturlan（1schaftsprogramms）を作

成し予算の確保を図っている．つまり，「農業環境

プログラム」を舞台とした自治体の知恵くらべによっ

て，農業環境政策がトータルとして進展しているので

ある＊20．

　わが国でも，地方自治体の独自性，独創性の発揮に

よって，生物多様性保全を目的の一つとした農業環境

政策が展開されることが望まれる．
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Summary 

The purpose of this paper is to point out clearly three different aspects related to the 

current Agricultural Environmental Policy of the Local Government in Japan. The first 

one reflects upon the history of promoting an environmentally- friendly agriculture, and 

also touches upon the definition and type of an existing environmentally friendly agri-

culture in Japan. The second one explains the direction the local Japanese Government 

pursues in its agricultural environmental policy. It further is related to the third aspect 

of this paper, which emphasizes the problems of an environmentally friendly agriculture 

looking at it from a biodiversity conservation concerned viewpoint. 

The problems, which arise as a consequence of the agricultural environmental policy 

of the local government, are as follows. First, this paper concludes that environmental 

problems from agriculture are often not probably being realized by the local govern-

ment of each area. Secondly, a reduction of possible environmental damages caused by 

agriculture is often valued higher than an increase of environmental benefit effects. Fi-

nally, a concern for conservation of the biodiversity is also being neglected by the Agri-

cultural Environmental Policy of the Local Government. 

Hence, this paper concludes that it is necessary for the agricultural environmental policy 

to take into consideration a conservation of the biodiversity. The conservation of 

biodiversity does not only represent an actual concern in Japan but has also become a 

worldwide issue according to the Convention on Biological Diversity. Further, agricul-

ture plays an important role in supporting a conservation of biodiversity. 

In order to maintain Japanese agriculture under the current WTO it bccomes even 

more urgent to innovate the direct payment policy of the Japanese government, which is 

linked to a multi-functional agriculture. The EU, however, has already taken this path 

by enforcing an agricultural environmental policy, which accounts for biodiversity con-

servation. 


